
○従来の「防災対策を重点的に充実すべき地域（ＥＰＺ）」に替えて、「原子力災害対 
 策指針」に基づき、「原子力災害対策重点区域」として「予防的防護措置を準備する 
 区域（ＰＡＺ）」および「緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）」を設定 
  ※ＰＡＺ･･･対象発電所からおおむね半径５ｋｍ ＵＰＺ･･･対象発電所からおおむね半径３０ｋｍ 

福井県地域防災計画（原子力災害対策編）について、国の「原子力災害対策指針」の 
改正内容、広域避難先の協議結果および原子力防災訓練の検証結果を踏まえて改定する。 

<現在の計画> 

ＥＰＺ 

（おおむね１０ｋｍ圏） 

敦賀市、美浜町、南越前町 

ＰＡＺ 

（おおむね５ｋｍ圏） 

敦賀市 

１ 原子力災害対策重点区域の設定 

１ 

福井県地域防災計画（原子力災害対策編）の改定案の骨子 

防災対策を重点的に充実すべき地域 原子力災害対策重点区域 

〈改定案〉 

※ＰＡＺ：Precautionary Action Zone 
 ＵＰＺ：Urgent Protective Action Planning Zone 

※ＥＰＺ：Emergency Planning Zone 

（１）敦賀発電所、ふげん 

防災対策を重点的に充実すべき地域 原子力災害対策重点区域 

（２）もんじゅ 

ＵＰＺ 

（おおむね３０ｋｍ圏） 

敦賀市、美浜町、南越前町、越前市、 

越前町、若狭町、小浜市、池田町、 

鯖江市、福井市 

ＥＰＺ 

（おおむね１０ｋｍ圏） 

敦賀市、美浜町 

ＰＡＺ 

（おおむね５ｋｍ圏） 

敦賀市、美浜町 

ＵＰＺ 

（おおむね３０ｋｍ圏） 

敦賀市、美浜町、南越前町、越前市、 

越前町、若狭町、小浜市、池田町、 

鯖江市、福井市 

資 料 １－１ 



<現在の計画> 

防災対策を重点的に充実すべき地域 原子力災害対策重点区域 

〈改定案〉 

（３）美浜発電所 

防災対策を重点的に充実すべき地域 原子力災害対策重点区域 

（４）大飯発電所 

防災対策を重点的に充実すべき地域 原子力災害対策重点区域 

（５）高浜発電所 

２ 

ＥＰＺ 

（おおむね１０ｋｍ圏） 

美浜町、敦賀市 

ＰＡＺ 

（おおむね５ｋｍ圏） 

美浜町、敦賀市 

ＵＰＺ 

（おおむね３０ｋｍ圏） 

美浜町、敦賀市、若狭町、南越前町、 

小浜市、越前市、越前町 

ＥＰＺ 

（おおむね１０ｋｍ圏） 

おおい町、小浜市、高浜町 

ＰＡＺ 

（おおむね５ｋｍ圏） 

おおい町、小浜市 

ＵＰＺ 

（おおむね３０ｋｍ圏） 

おおい町、小浜市、高浜町、若狭町、 

美浜町 

ＥＰＺ 

（おおむね１０ｋｍ圏） 

高浜町、おおい町 

ＰＡＺ 

（おおむね５ｋｍ圏） 

高浜町 

ＵＰＺ 

（おおむね３０ｋｍ圏） 

高浜町、おおい町、小浜市、若狭町 



○従来の「フェーズ０」～「フェーズ３」の区分に替えて、国の「原子力災害対策指針」 

 に基づき、「警戒事態」「施設敷地緊急事態」「全面緊急事態」に区分 

２ 緊急事態等の区分および配備体制 

レ
ベ
ル 

主な事象 配備体制 

フ
ェ
｜
ズ 
０ 

・原子力事業所の敷地境界 
  付近で0.5μ Sｖ／時間以上 
  の放射線量が検出された 
  とき 

警戒配置 

フ
ェ
｜
ズ
１ 

・原子力事業所の敷地境界 
  付近で１μ Sｖ／時間以上 
  の放射線量が検出された 
  とき 

フ
ェ
｜
ズ
２ 

・５μ Sv/時間以上の放射線 
 量が検出 
・全交流電源の喪失が５分 
  以上継続 
・非常用炉心冷却装置の作 
  動を必要とする原子炉冷 
  却材の漏えい 等 

 

 

フ
ェ
｜
ズ
３ 

・５００μ Sv/時間以上の放射 
  線量が検出 
・原子炉冷却機能の喪失 
・原子炉格納容器内の圧力 
  が最高使用圧力に到達   
                                    等 

レ
ベ
ル 

主な事象 
配備体制 

地震・津波発生時 

警
戒
事
態 

・非常用母線への交流 
 電源が１系統になっ   
  た場合 
・原子炉の水位が燃料 
 上端より下がった場合 
・福井県内で震度６弱 
  以上の地震が発生 
・福井県に大津波警報 
  が発令      等 
 

 

 

施
設
敷
地 
緊
急
事
態 

・全交流電源の喪失 
 が５分以上継続 
・非常用炉心冷却装 
 置の作動を必要と 
 する原子炉冷却材の 
 漏えい 等 

 
 
 

全
面
緊
急
事
態 

・１時間あたり５μ Ｓｖ以  
 上の放射線量が検出 
・原子炉冷却機能の 
  喪失 
・原子炉格納容器内 
  の圧力が最高使用 
  圧力に到達 等 

３ 

原子力災害 

対策本部 
本部長：知事 

原子力災害 

警戒本部 

 本部長：安全環境部長 

原子力事故 

対策本部 
本部長：副知事 

原子力災害 

現地警戒本部 
本部長：嶺南振興局長 

原子力災害 

対策本部 

 本部長：知事 

原子力災害 

現地対策本部 
本部長：副知事 

災害対策本部 

 本部長：知事 

原子力災害警戒班 
班長：安全環境部長 

原子力災害 

現地警戒本部 
本部長：嶺南振興局次長 

災害対策本部 

 本部長：知事 

原子力災害対策班 
班長：安全環境部長 

原子力災害 

現地対策本部 
本部長：副知事 

現地事故 

対策本部 
本部長：嶺南振興局長 

現地災害 

対策本部 
本部長：副知事 

※国より早い段階で 

 災対本部を設置 

（国はフェーズ３で 

 災対本部を設置） 

※国より早い段階で 

 災対本部を設置 

（国は全面緊急事態 

 で災対本部を設置） 

（注）福島事故以降、空冷式非常用発電装置や予備電源車等、安全防護のための 

   設備の多重化が図られている 

 

〈現在の計画〉 〈改定案〉 



〈現在の計画〉 

  ＳＰＥＥＤＩによる予測線量 

防護措置 
 

外部被ばくによ
る実効線量 
（７日間の累積） 
 

放射線ヨウ素に
よる甲状腺の等
価線量 
（７日間の累積） 

５ｍSv以上 

１０mSv未満 

５０ｍＳｖ以上 

１００ｍＳｖ未満 
屋内退避 

１０ｍSv以上 

５０ｍSv未満 

 

 

１００ｍＳｖ以上
５００ｍＳｖ未満 

コンクリ 

ート建屋
の屋内に
退避 

５０ｍＳｖ以上 

 

 

５００ｍＳｖ以上 

 

 

避難実施 

ＥＡＬに基づく防護措置 ＯＩＬに基づく 

防護措置 おおむね５㎞圏 おおむね３０㎞圏 

警
戒
事
態 

 

[災害時要援護者] 

 避難準備 

 

 

施 
設 
敷 
地 
緊 
急 
事 
態 

[災害時要援護者] 

 避難実施 

 

[一般住民] 

 避難準備 

  

[一般住民、 災害時要援護者] 

 屋内退避準備 

全
面
緊
急
事
態 

 

[一般住民] 

 避難実施 

  

 
[一般住民、 災害時要援護者] 

 屋内退避 

［ＯＩＬ１］ 避難 
 

（空間放射線量が１時間あたり 

 500μSv以上） 

  数時間内を目途に区域を特定 

 し、避難を実施 

［ＯＩＬ２］ 一時移転 
 

（空間放射線量が１時間あたり 

 ２０μSv以上） 

 １日以内を目途に区域を特定し、 

 １週間程度内に避難を実施 

３ 防護措置の基準 

４ 

○従来の予測線量に基づく防護措置の基準に替えて、原子力災害対策指針に基づき、緊急時活動 

 レベル（ＥＡＬ）および運用上の介入レベル（ＯＩＬ）に基づく防護措置の基準を設定 

※避難先、避難ルートの決定に当たっては、ＳＰＥＥＤＩを判断の参考にする 

〈改定案〉 

○具体的な防護措置の実施は、事態の進展に応じ、国が範囲を定め、避難等を指示 



<  防 護 措 置 実 施 の 手 順  > 

国の指示により 
即時避難 

全面緊急
事 態 

放
射
性
物
質
の
放
出
前 

放
射
性
物
質
の
放
出
後 

国の指示により屋内退避 

空間放射線量が1時間あたり 
 20μSv以上500μSv未満 

 

一 時 移 転 
（一週間程度内に避難） 

空間放射線量が 
 １時間あたり 
    500μSv以上 
 

即時避難 

空間放射線量が１時間あたり20μSv未満 
 

引き続き屋内退避 

おおむね５㎞圏 おおむね５～３０km圏 

国が緊急時モニタリングにより測定した
空間放射線量の実測値を基に、国が範囲
を定め、避難等を指示 

５ 

避難範囲のイメージ図 

５km 

３０km 

1時間あたり 
20μSv以上 
500μSv未満 
一週間程度内

に避難 

1時間あたり 
20μSv未満 
屋内退避 

全面緊急事態
で即時避難 

1時間あたり 
500μSv以上 
即時避難 

数時間以内 

１週間以内 

原 
発 



４ 広域避難および避難手段の確保 

６ 

〈現在の計画〉 

○住民の避難が迅速かつ円滑に行われるよう、広域避難先等を別途要綱で定める 

○迅速かつ円滑な避難を行うための避難手段を確保 

（１）広域避難先等 
  

 ○被災市町から広域避難に 

  ついて協議があった場合、 

  県はその都度協議して決定 

   

 

 

（１）広域避難先 

  

（２）避難手段の確保 

  
  ○予測線量に基づき国が緊急 

  事態宣言を発出した後に、 

  県・市町が避難手段を準備 

 ○原則として、県・市町が手 

  配する公共輸送手段（バス 

  等）で避難 

 ○県・市町の輸送力が不足す 

  る場合、県から自衛隊、 

  海保に支援を要請 

 ○状況に応じ、自家用車に 

  よる避難を認める 

 ○関係市町の住民が行う３０ｋｍ圏外への避難 

  （広域避難）について、避難が迅速かつ円滑 

  に行われるよう、避難先、一時集合施設、避 

  難車両中継所等を別途要綱で定める 

 ○自家用車で避難可能な住民は、原則として   
  自家用車で避難 
 ○早い段階での避難手段を確保するため、警戒 
  事態の段階で関係機関への要請を開始 
   ・自衛隊、海上保安庁に車両、船舶、ヘリコ 
   プター等の出動準備を要請 
   ・バス協会にバスの派遣準備を要請 

（２）避難手段の確保 

〈改定案〉 



避難対象市町 県内避難先 県外避難先 

敦賀市 ○福井市、小浜市 ○奈良県 
・奈良市、大和郡山市、天理市、生駒市 

美浜町 
○おおい町 
○大野市 

若狭町 ○越前町 
○兵庫県 
・篠山市、丹波市 
・豊岡市、養父市、朝来市、香美町、新温泉町 
・姫路市、市川町、福崎町、神河町 
・西脇市、小野市、三木市、加西市、加東市、多可町 
・伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町 

小浜市 ○鯖江市、越前市 

おおい町 ○敦賀市 

高浜町 ○敦賀市 

南越前町 ○永平寺町 

福井市 ○福井市内※ 

鯖江市 ○坂井市、勝山市 ○石川県 
・加賀市 

越前市 ○坂井市、あわら市 ○石川県 
・小松市、能美市 

越前町 ○坂井市 

池田町 ○大野市 

７ 

要綱に定める広域避難先（案）  

○原発から３０ｋｍ圏内の市町については、県内の避難先の他に、県外の避難先も設ける 

 

※３０ｋｍ圏外の福井市内に避難 



新温泉町 

香美町 

豊岡市 

養父市 

朝来町 

丹波市 

篠山市 

西脇市 

加東市 

小野市 
三木市 

加西市 

多可町 

市川町 

福崎町 

姫路市 

神河町 

奈良市 

大和郡山市 

生駒市 

天理市 

能美市 

加賀市 

小松市 

越前町 

池田町 

敦賀市 

越前市 

鯖江市 

福井市 

南越前町 

 
 

  県 外 避 難 先 （ 案 ） 

あわら市 

大野市 

勝山市 

坂井市 

永平寺町 

宝塚市 
川西市 

三田市 猪名川町 

伊丹市 

８ 

高浜町 
小浜市 

美浜町 

若狭町 

おおい町 



５ 安定ヨウ素剤の予防服用体制 

○安定ヨウ素剤の予防服用体制 

〈５㎞圏内〉・医師が副作用等を説明・問診し、事前配布 

       （６歳以下の乳幼児、アレルギーを有する者には配布しない） 

 

〈５㎞圏外〉・配布場所は避難経路（学校、公民館等） 

      ・原則として医師が関与（困難な場合は薬剤師等） 

      ・避難の際に配布場所での受取りが困難な地域は、事前配布 

 ９ 

○安定ヨウ素剤の服用 

〈５㎞圏内〉・全面緊急事態で、国の災害対策本部が服用指示 

 

〈５㎞圏外〉・空間線量率等に応じて、原子力規制委員会が必要性を判断し、 

       国の災害対策本部が配布・服用を指示 

○安定ヨウ素剤の予防服用体制 

 ・緊急時の配布に備え備蓄 

  （健康福祉センターおよび 

   市町に備蓄） 

 

 ・配布場所は避難所 

○安定ヨウ素剤の服用 

  ・県が国と協議し服用を決定 

 

〈現在の計画〉 

○５㎞圏内は医師が関与し事前配布。全面緊急事態において、国の災害対策本部が服用指示 

○５㎞圏外は原子力規制委員会が配布・服用の必要性を判断し、国の災害対策本部が配布・服用指示 

〈改定案〉 



６ 緊急時モニタリングの実施体制 

 ○緊急時モニタリングの実施体制 

 

 

      ・国が「緊急時モニタリングセンター」を 

    設置し、避難範囲の特定に必要なモニタ 

    リングの実施計画を作成 

 

      ・実施計画に基づき、国、県、事業者等が 

         空間放射線量を測定 

   

      ・国が測定結果を解析・評価し、避難の範囲 

         を特定する等の防護措置を決定 

 

      ・県は、事前にモニタリング計画（人員・ 

    機材等）を作成 

１０ 

〈現在の計画〉 

○緊急時モニタリングの実施体制 

 

 

  ・県は、原子力安全委員会が定める 

  指針に基づき、事前に緊急時モニタ 

  リング計画を作成 

  

 ・県は緊急時モニタリングセンターを 

  設置し、緊急時モニタリングを実施 

 

 ・国は専門家を派遣して県のモニタリ 

  ングを支援 

  

  

○従来県が実施していた緊急時モニタリングについては、国が統括して実施 

 
〈改定案〉 


